
所管課による評価①

１．基本事項

２．事業実績
R1 R2 R1 R2

　　　１　菅こども文化センター
　　　　①年間延べ利用者数 24,264人 9,114人 164団体 52団体

　　　２　菅小学校わくわくプラザ
　　　　①登録者数 393人 264人 21,395人 12,329人

　　　３　東菅小学校わくわくプラザ
　　　　①登録者数 292人 207人 20,610人 13,347人

　　　１　中野島こども文化センター
　　　　①年間延べ利用者数 36,412人 16,485人 450団体 249団体

　　　２　中野島小学校わくわくプラザ
　　　　①登録者数 403人 330人 27,775人 20,708人

　　　３　下布田小学校わくわくプラザ
　　　　①登録者数 191人 156人 15,899人 8,585人

　　　１　南菅こども文化センター
　　　　①年間延べ利用者数 27,421人 12,210人 308団体 243団体

　　　２　南菅小学校わくわくプラザ
　　　　①登録者数 160人 94人 8,276人 3,910人

　　　３　西菅小学校わくわくプラザ
　　　　①登録者数 139人 101人 9,553人 6,051人

単位：円
　　　１　収入
　　　　指定管理料 168,068,862
　　　　補償金 229,931
　　　　　　　合計 168,298,793
　　　２　支出
　　　　人件費 147,413,879
　　　　管理費 10,432,591
　　　　事務経費 9,103,279
　　　　その他経費 8,801,343
　　　　　　　合計 175,751,092
　　　３　差引 -7,452,299

３．評価

分類 項目 配点 評価段階 評価点

苦情等への対応 5 3 3
特別な配慮を要する利用
者への対応 5 3 3
学校及び行政機関との連
携 10 3 6

施設・事業の広報 5 4 4

わくわくプラザの
充実 5 4 4

令和２年度指定管理者制度活用事業　評価シート（こども文化センター）

施設名称 多摩区第３グループ（菅・中野島・南菅） 評価対象年度 令和２年度

事業者名
・事業者名　公益財団法人かわさき市民活動センター
・代表者名　理事長　小倉　敬子
・住所　　　　川崎市中原区新丸子東３丁目１１００番地１２

評価者 青少年支援室長

指定期間 　平成３１年４月１日～令和６年３月３１日 所管課 こども未来局　青少年支援室

利用実績

②年間延べ利用団体数

②年間延べ利用団体数

②年間延べ利用者数

②年間延べ利用者数

②年間延べ利用者数

②年間延べ利用者数

②年間延べ利用者数

②年間延べ利用団体数

②年間延べ利用者数

収支実績

サービス向上の取組
運営協議会、保護者懇談会、子ども運営会議、日常的な利用者とのコミュニケーション等により、利用者ニーズを把握し、館の活動や
運営に反映した。また、事業者のスケールメリットを活かした全館行事、区行事やグループ行事など、地域を越えた児童の健全育成、交
流の場づくりを実施した。

着眼点

事
業
の
推
進

事業推進

及び

事業成果

「仕様書」を遵守して適切な事業の実施がなされているか。

10 4 8
「事業計画」に基づき、着実な事業の推進がなされているか。

「こども文化センター」の運営をすることにより、児童の健全な育成が図られているか。

「わくわくプラザ事業」を実施することにより、放課後児童の健全育成が図られているか。

（評価の理由）
・仕様書に基づき、こども文化センター・わくわくプラザ事業を適正に推進した。事業計画については、感染症対策のため、中止や縮小変更を行いながら、適切に実施
した。
・中野島こども文化センターでは、コロナ禍における新たな取組として、ほしぞら映画館を企画、開催し、屋外と屋内の2部屋を使って児童や保護者からのアンケートを
基に異なる内容の映画を上映し、小学生親子の多数の参加があった。屋外の会場では、地域住民の立寄り参加もあり、地域を交えて楽しむことができる取組となった。
・各わくわくプラザでは、子どもたちの安全を確保しつつ、地域との連携や感染症対策を踏まえて、プログラムの充実を図った。

サ
ー

ビ
ス
向
上
及
び
業
務
改
善

利用者ニーズ及
びセルフモニタリ

ング

サービス向上のために、利用者等の意見を適切に把握しているか。

10 3 6利用ニーズを把握し、事業実施に適切に反映しているか。

セルフモニタリングについて、適切に実施しているか。

利用ニーズの把握、セルフモニタリングの実施の結果、業務改善につながっているか。

利用者からの苦情や指摘事項、意見への対応などが適切に行われているか

特別な配慮を要する利用者への対応が適切になされているか。

事業の実施にあたり、学校及び行政機関、地域の団体、地域住民、施設等との連携がなされているか。

施設を知ってもらい、事業の充実を図るための周知の活動等に取り組んでいるか。

・①わくわくプラザ多世代交流促進事業、②学習タイム、③わくわくプラザメール配信サービス、④「地域
の寺子屋事業」との連携（実施していないわくわくプラザにあっては、実施に向けた検討・調整等）につい
て取り組み、わくわくプラザ事業の充実を図っているか。

（評価の理由）
・利用者ニーズ及びセルフモニタリングについては、意見箱の活用や利用者アンケート、子ども運営会議等を通して、利用者ニーズ把握に努め、感染症対策の手法な
ど、運営に反映させている。各イベントでは、参加者にアンケート調査を行うなど、利用者ニーズの把握に努めている。また、法人作成様式を用いセルフモニタリングを
実施、職員で結果を共有し運営の振り返りに役立てている。
・苦情等への対応について、苦情処理の体制・手順について整備され、相談窓口について利用者へ周知されている。結果として、大きな苦情事案はなかった。
・特別な配慮を要する利用者への対応について、感染症対策により回数減となったが、巡回相談員による会議において児童の接し方について話し合いをし、それをス
タッフ間で共有して資質向上を図る等適切な対応が図られている。なお、中野島小学校、下布田小学校の各わくわくプラザでは、児童相談所や学校などの関係機関と
連携し、虐待が疑われる児童のカンファレンスに参加して、情報交換をしながら見守りを続けている。また、中野島小学校わくわくプラザでは、土曜日に多く利用がある
ため、保護者の了解を得て、こども文化センターへの引率行事を実施したところ、気持ちの切り替えができ、落ち着いて過ごすことができるようになった。
・学校及び行政機関との連携について、中野島こども文化センターでは、まち探検について、小学校の配慮により新型コロナウイルス感染症対策として、中野島小学校
２年生のまち探検は施設内に入らず、敷地内の広場で受け入れを行った。
・施設・事業の広報については、コロナ禍における制約等が生じたが、施設の運営状況等を館内掲示やホームページ、かわさきＦＭを活用し、また、世代別や地域版こ
ども文化センターだよりを発行するなど様々な方法で積極的に広報を行っている。中野島こども文化センターでは、中高生の勉強会を企画し、中高生版たよりを全生徒
に配布したことで、学習を通じての異年齢交流が図られたほか、普段から相談できる関係が築かれた。
・わくわくプラザの充実については、学習タイムの実施、適時適切なメール配信、地域の寺子屋の連携など、わくわくプラザ事業の充実に取り組んでいる。また、配信
メールサービスについては、申込み受付時における登録を促し、登録率の向上を図っているほか、中野島小学校わくわくプラザでは、他の児童とのコミュニケーションに
課題がある外国につながる児童に対して、自らの手作りで教材を作り他の児童に英語を教える行事を提案したところ、英語に興味を持つ児童が集まり、英語の勉強や
工作を通して交流の輪が生まれ、さらに、スタッフにも英語を教える機会を作ったことで、児童の居場所を提供した。



個人情報等の取
扱 5 3 3

適切な金銭管理・会計手
続 5 3 3

４．総合評価

５．事業執行（管理運営）に対する全体的な評価

６．来年度の事業執行（管理運営）に対する指導事項等

組
織
管
理
体
制

こども文化セン
ターにおける適
正な人員配置

・「仕様書」において定める職員配置の最低基準が遵守されているか。⇒①館長１名配置、②スタッフ
リーダー２名以上配置、③館長とスタッフリーダーの勤務を割り振らない日が重ならないように配置、④利
用時間を通じて常勤職員１名以上配置⑤常勤職員配置１名の場合パートナーを配置、⑥１２時３０分から
１８時まで常勤職員２名以上配置（常勤職員を配置できない場合、常勤職員１名につき、パートナー２名
の配置）

5 3 3

「川崎市契約条例」が遵守されているか。

わくわくプラザに
おける適正な人

員配置

・「仕様書」において定める職員配置の最低基準が遵守されているか。⇒①長期休業日等の開室時間の
延長対応、②放課後児童健全育成事業の対象児童以外の利用児童概ね２０名につき、チーフサポー
ター１名以上配置、③参加児童数の多い時間帯に学校の特別教室等を使用して、複数箇所に分かれて
事業を実施、④わくわくプラザ事業に、月～金の9：30から18：00まで常勤職員を配置

5 3 3

「川崎市契約条例」が遵守されているか。

職員の研修体制
職員の資質向上のために必要な研修が実施されているか。

10 3 6
職員が研修に参加しやすい仕組みづくりがなされているか。

法人として、個人情報保護に関する規定や体制を整備しており、適正に取り組んでいるか。

（評価の理由）
・こども文化センターの適正な人員配置については仕様書・事業計画に基づき、適正な配置がされている。
・わくわくプラザの適正な人員配置については仕様書・事業計画に基づき、適正な配置がされている。
・職員の研修体制については、職員が市の研修を受講するとともに分野ごとの法人としての研修が行われている。予め研修計画を立てた上で館長主導で各職員の研
修受講の促し及び管理を行っている。また、館内会議やスタッフ会議等において、研修を受講した職員が報告しているほか、研修資料やレポートをファイル等に一元化
し、職員が閲覧できる等、知識を共有している。
・個人情報の取扱については、法人において定めている、個人情報保護方針及び取扱規定に基づいて、個人情報等は鍵のかかる保管庫に保管されている。また個人
情報の漏洩の事実はなかった。

適
正
な
業
務
実
施

施設・設備の保
守管理

安全な施設利用のため、施設や設備（ＡＥＤを含む）の保守・点検を適切に行っているか。

5 3 3建築物定期点検及び建築設備定期点検の実施が適切に行われているか。

備品等の管理が適切になされているか。

利用者の安全確
保

利用者の安全を確保するための体制が整っているか。

10 4 8

事故等が発生した場合に迅速かつ適切な対応が図られているか。

事故防止や感染症予防対策等が事前に図られているか。

施設の防犯対策に工夫がなされているか。

災害発生時に備えた対応が図られているか。

災害発生時に適切な対応・行動ができる取組がなされているか。

（評価の理由）
・施設・設備の保守管理については、こども文化センター・わくわくプラザ共に、施設・設備の保守点検を日常的に行い、修繕・補修が必要な場合は本部組織を中心に
各施設の修繕要望から優先順位を考慮し、適宜補修工事等を実施している。
・利用者の安全確保については、安全管理・緊急時対応マニュアルを整備し、スタッフ会議などで研修を行ってスタッフの意識を高めている。また、館長会議において、
施設で起きた事故の概要や、全国の子どもの事故の新聞記事を議題に挙げて話し合いを行ったほか、こども文化センターでは開館前の施設点検により変化に気づけ
る環境づくりに取組み、わくわくプラザでは、遊具の点検や遊ぶ前の準備運動など、利用者の安全確保に努めている。南菅こども文化センターでは、高校の元体育講
師を招いて、夏休み明けのわくわくプラザ利用児童数が戻る時期に事故防止研修を行い、元高校の体育教師である講師から小学生の身体的特徴・具体的な指導と、
運動能力アップにつながる準備体操やトレーニングを学んだ。
・防犯対策及び災害時の対応として、不審者対応マニュアルを整備し、館ごとに作成している「災害時対応マニュアル」に基づき、災害備蓄品の常備や消防訓練、避難
訓練の実施など、防災体制の強化に取り組んでいる。

収
支
計
画
・
実
績

法人の規定等に沿った適切な会計処理と金銭管理がなされているか。

効率的・効果的
な支出

「事業計画」に沿った適切な支出がなされているか。

5 3 3効率的な執行に努め、経費削減に具体的に取り組んでいるか。

支出に見合う効果が効果が得られており、サービス水準も確保されているか。

　今後も、地域社会全体で子どもを見守り育てる、安全・安心な居場所となるよう、環境整備や職員のスキル向上に努め、学校、行政、地域の各団体が共に連携
しながら地域づくりを進めることで、職員と子どもも顔の見える関係を築き、小中高生から高齢者まで、多世代にとって、居心地のよい場となるよう努めること。ま
た、新型コロナウイルスの感染予防のための「新しい生活様式」を踏まえたこども文化センター及びわくわくプラザの運営に取り組むこと。

（評価の理由）
・適切な金銭管理・会計手続について、法人の規定等に沿った適切な会計処理が行われているとともに、会計手続きに特に問題となる事実はない。
・効率的・効果的な支出について、コロナ禍において先行きが見えない中で、必要なサービス水準を維持しながら適切な支出がなされている。また、受託20グループ管
理するスケールメリットを活かし、一元的な臨時職員の雇用・管理、警備等業務委託の一括契約、消耗品や備品の一括購入等の取組により、効率的・効果的な経費の
支出がなされている。

評価点合計 66 評価ランク C

　こども文化センター及びわくわくプラザの管理運営に長年に渡り携わってきた経験を活かし、安定した施設運営を実施している、市内２０グループの指定管理を
行うスケールメリットを活かし、全グループ合同行事、区合同行事等に加え、地域の伝統行事に因んだ事業を多数行うなど各館独自の事業、新規事業にも取り組
んでいるほか、中高生の居場所確保についても積極的に取り組み、利用者増に繋がっている。 安全・衛生・危機管理の必要な研修実施、事例検討を行い、職員
の資質向上に努め、良質なサービスを提供している。


